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 上場会社名   エスフーズ株式会社 上場取引所   東 大

コード番号   2292 本社所在都道府県

 (ＵＲＬ  http://www.sfoods.co.jp) 兵庫県

   役職名 氏  名  森 島  征 夫

   役職名 氏  名  富 沢     進 TEL（0798) 43-1065

決算取締役会開催日 平成15年4月16日 中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日 平成15年5月22日 単元株制度採用の有無 有（1単元  500株）

1．15年 2月期の業績 （平成14年3月１日～平成15年2月28日）
 (1) 経営成績 (百万円未満切捨）

百万円 ％  百万円  ％ 百万円 ％
15年２月期 38,533     △ 1,444 －  
14年２月期 40,220    △ △ 135 －  
  

総  資  本

 当期純利益 経常利益率

百万円 ％ 円  銭 円 銭 ％ ％  ％

15年２月期 － 34 44 － 4.0 5.7 3.7
14年２月期 △ 2,027 － △ 95 03 － △ 10.6 1.4 0.9
(注)①期中平均株式数 15年2月期  21,118,808 株 14年2月期  21,334,565  株

    ②会計処理の方法の変更 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（2） 配当状況
     １株当たり年間配当金 配当性向

 円   銭 円   銭 円 銭  百万円 ％  ％

15年２月期 18   00 0 00  18 00  378 52.0 2.1
14年２月期 6   00 0 00  6 00  126 － 0.7
（注）期末配当金の内訳     記念配当   6円00銭      特別配当   0円00銭

（3） 財政状態

株主資本比率

百万円  ％ 円 銭

15年２月期  18,344 74.0 872 36
14年２月期 25,314  17,778 70.2 840 94
(注)①期末発行済株式数   15年2月期   21,028,167 株     14年2月期  21,140,643 株

 　 ②期末自己株式総数   15年2月期      418,492 株     14年2月期     306,016 株

２．16年2月期の業績予想（平成15年3月1日～平成16年2月29日）

期末
百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭

中間期 24,000  0 00   ─    ─ 
通  期 46,000 ― 22.00
（参考） １株当たり予想当期純利益 （通期）

 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものです。
 実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。
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（単位：千円）

期  別 当       期 前       期 増   減
 （平成15年２月28日現在） （平成14年２月28日現在） ( △は減 )

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額

（資産の部） ％ ％

流動資産 10,693,129 43.1 10,480,661 41.4 212,468

2,224,482 1,335,403 889,078

145,874 80,382 65,491

4,496,773 2,735,044 1,761,729

― 135,895 △ 135,895

2,321,820 2,446,321 △ 124,501

900,956 1,975,479 △ 1,074,522

51,565 54,446 △ 2,881

19,910 22,282 △ 2,371

331,061 1,189,957 △ 858,895

113,819 24,878 88,941

70,893 302,329 △ 231,436

56,027 205,186 △ 149,158

△ 40,056 △ 26,946 △ 13,109

固定資産 14,093,069 56.9 14,834,025 58.6 △ 740,956

 有形固定資産 8,541,184 34.5 8,891,531 35.1 △ 350,347

2,297,622 2,518,091 △ 220,469

73,769 86,089 △ 12,320

596,596 740,467 △ 143,870

172,616 123,855 48,761

294,008 316,457 △ 22,448

5,106,570 5,106,570 ―

 無形固定資産 169,392 0.7 121,654 0.5 47,738

5,601 7,347 △ 1,745

139,304 89,553 49,750

24,486 24,753 △ 266

 投資等 5,382,492 21.7 5,820,839 23.0 △ 438,346

1,557,013 1,192,822 364,190

984,328 984,328 ―

1,318,038 1,404,454 △ 86,416

24,420 76,756 △ 52,336

63,396 65,472 △ 2,076

312,989 314,299 △ 1,310

1,062,349 1,727,972 △ 665,622

246,467 262,089 △ 15,622

△ 186,510 △ 207,356 20,846
資 産 合 計 24,786,199 100.0 25,314,686 100.0 △ 528,487

 

比較貸借対照表

為 替 予 約

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

仕 掛 品

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

製 品

原 材 料

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

建 物

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 の 無 形 固 定 資産

土 地

長 期 前 払 費 用

長 期 貸 付 金

諸 入 会 金

繰 延 税 金 資 産

更 生 等 債 権

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金
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（単位：千円）

期  別 当       期 前       期 増    減
 （平成15年２月28日現在） （平成14年２月28日現在） ( △は減 )
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比  金   額

（負債の部） ％ ％

流動負債 6,039,198 24.4 7,145,774 28.2 △ 1,106,576

3,871,179 2,274,845 1,596,333

800,000 3,300,000 △ 2,500,000

444,301 359,508 84,792

43,641 28,311 15,329

235,963 ― 235,963

67,514 66,909 604

16,099 12,484 3,614

259,900 94,000 165,900

299,446 1,008,327 △ 708,880

1,151 1,386 △ 234

固定負債 402,884 1.6 390,854 1.6 12,030

202,683 192,605 10,078

199,701 197,749 1,952

500 500 ―
  負 債 合 計 6,442,083 26.0 7,536,628 29.8 △ 1,094,545

（資本の部）

資  本  金 4,226,645 17.1 4,226,645 16.7 ―

法定準備金 4,761,887 19.2 4,761,887 18.8 ―

4,171,887 4,171,887 ―

590,000 590,000 ―

剰  余  金 9,595,684 38.7 8,995,263 35.5 600,421

 任  意  積  立  金 8,061,899 10,062,229 △ 2,000,330

12,675 13,005 △ 330

49,224 49,224 ―

8,000,000 10,000,000 △ 2,000,000

1,533,785 △ 1,066,966 2,600,751

（うち当期純利益） （727,265） （△2,027,366） (2,754,631)

その他有価証券評価差額金 14,394 0.0 △ 10,937 △0.0 25,331

自 己 株 式 △ 254,495 △1.0 △ 194,800 △0.8 △ 59,695
  資 本 合 計 18,344,116 74.0 17,778,058 70.2 566,058

 負債・資本合計 24,786,199 100.0 25,314,686 100.0 △ 528,487
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そ の 他 の 流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益

未 払 費 用

預 り 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

利 益 準 備 金

特 別 償 却 準 備 金

固定資産圧縮積立金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

資 本 準 備 金

買 掛 金



（単位：千円）

期  別

  
科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額

  （経常損益の部） ％ ％
営業損益    
売  上  高  
製 品 売 上 高 14,463,706 16,670,804 △ 2,207,098
商 品 売 上 高 24,070,138 23,549,503 520,635
売 上 高 合 計 38,533,845 100.0 40,220,308 100.0 △ 1,686,462
 売上原価
製品売上原価 10,394,847 13,424,962 △ 3,030,115
商 品売上原価 21,875,563 22,015,858 △ 140,295
売 上原価合計 32,270,410 83.7 35,440,820 88.1 △ 3,170,410
売上総利益 6,263,435 16.2 4,779,487 11.9 1,483,947
販売費及び一般管理費 4,818,903 12.5 4,915,055 12.2 △ 96,152
営 業 利 益 1,444,531 3.7 △ 135,567 △0.3 1,580,099
（営業外損益の部）
 営業外収益
受 取 利 息 14,990 692 14,298
有 価証券利息 27,569 19,308 8,260
受 取 配 当 金 75,352 145,195 △ 69,843
有価証券売却益 ― 6,706 △ 6,706
為 替 差 益 ― 334,414 △ 334,414
そ の 他 86,256  47,153  39,103
営業外収益 合 計 204,169 0.5 553,472 1.4 △ 349,302
 営業外費用
支 払 利 息 13,066 10,277 2,789
有価証券売却損 ― 8,255 △ 8,255
為 替 差 損 119,170 ― 119,170
そ の 他 78,926  32,618  46,308
 営業外費用 合 計 211,164 0.5 51,150 0.1 160,013
経 常 利 益 1,437,536 3.7 366,753 0.9 1,070,783
（特別損益の部）
特別利益
  退職給付会計基準変更時差異 ― 54,654 △ 54,654
 固定資産  売却益 4,743 81,522 △ 76,778
 貸倒引当金戻入額 7,550 14,500 △ 6,950
 そ     の     他 ― 15,960 △ 15,960
 特 別 利 益 合計 12,293 0.0 166,637 0.4 △ 154,343
特別損失
 固定資産  処分損 16,600 2,244,747 △ 2,228,147
 販   売   損   失 890,196 △ 890,196
 たな卸資産評価損 ― 544,853 △ 544,853
 会 員 権  評価損 ― 67,818 △ 67,818
 投資有価証券 評価損 79,365 136,526 △ 57,160
 貸倒引当金繰入額 32,750 130,600 △ 97,850
 そ     の     他 ― 12,153 △ 12,153
 特 別 損 失 合計 128,716 0.3 4,026,896 10.0 △ 3,898,179
 税引前当期純利益 1,321,113 3.4 △ 3,493,505 △　8.7 4,814,619
 法人税、住民税及び事業税 35,731 0.1 60,076 0.1 △ 24,345
 法 人 税 等 調整額 558,117 1.4 △ 1,526,215 △　3.8 2,084,332
 当  期  純 利 益 727,265 1.9 △ 2,027,366 △　5.0 2,754,631
 前 期 繰 越 利益 806,519 960,399 △ 153,880
 当期未処分 利 益 1,533,785 △ 1,066,966 2,600,751
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比較損益計算書
前       期
自 平成13年３月１日

至 平成14年２月28日

増　　減

（△は減）

当       期
　自 平成14年３月１日

  至 平成15年２月28日



（単位：千円）

期  別
自 平成14年３月１日 自 平成13年３月１日 ( △は減 )

 至 平成15年２月28日 至 平成14年２月28日  
科  目

1,533,785 △ 1,066,966 2,600,751

― 2,000,000 △ 2,000,000

2,194 1,961 233

   合      計 1,535,979 934,995 600,984

378,507 126,843 251,663
( 18 円） ( 6 円)

17,600 ― 17,600
( 1,600 ) ( ― ) ( 1,600)

― 1,631 △ 1,631

1,139,872 806,519 333,353

１株当たり配当金

中  間 年  間
円  銭 円  銭

─ 6  00

─ 6  00
― ─ ―

 処分いたします。

年   間
円   銭

次期繰越利益

役 員 賞 与 金
（監査役賞与金）

特別償却準備金

利 益 配 当 金
（１株につき）

当期未処分利益

別途積立金取崩額

 これを次のとおり

特別償却準備金取崩額

増    減前      期当      期

金      額 金       額 金       額

―

普通株式
(内訳)

15 年 ２ 月 期 14 年 ２ 月 期

円  銭 円  銭円  銭

―

普通配当

比較利益処分案

6  00

6  00

18  00

12  00

18  00

12  00

期 末 中  間 期  末
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記念配当  6  00 6  00 ―



１． 資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券
    子会社株式 移動平均法による原価法
    その他有価証券
      時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

      時価のないもの 移動平均法による原価法

（２）デリバティブ 時価法

（３）たな卸資産
    商品・原材料（肉） 個別法による低価法
  製品・仕掛品・原材料（その他） 移動平均法による低価法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産 定率法

但し、平成１０年４月１日以降取得の建
物（建物附属設備を除く）は定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであ
ります。
建物………７年～31年
機械装置…４年～12年

（２）無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用しております。

（３）長期前払費用 定額法

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金 …………… 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

（２）賞与引当金 …………… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に基づ
き計上しております。

（３）退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）よる定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。

（４）役員退職慰労引当金 …… 役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

  ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
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重要な会計方針



５．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理を採用しております。
  また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には
  振当処理を行っております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
  ヘッジ手段 先物為替予約
  ヘッジ対象 外貨建商品仕入による外貨建債務及び外貨建予定取引

（３）ヘッジ方針
     先物為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、外貨建商品仕入の年間計画額
  を上限として、一定のヘッジ比率以上の為替予約を実施することとし、社内管理規
  程に基づき、食肉事業部を取引の執行部署、経理部を管理の所管部署とするリス
  ク管理体制をとっております。

（４）ヘッジの有効性評価の方法
    ヘッジ会計の要件を満たすかどうかを判定するため、先物為替予約額がヘッジ対
  象取引額の範囲内であることを毎月確認しております。

６．消費税等の会計処理方法
  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

自己株式及び法定準備金取崩等会計
  当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準
  第1号）を適用しております。これによる当期の損益への影響は軽微であります。

貸借対照表及び損益計算書の注記

（貸借対照表関係）
(当       期) (前       期)

有形固定資産減価償却累計額 9,013,696 千円 8,729,373 千円
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リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 3,927千円 1,036千円 2,891千円

合  計 3,927千円 1,036千円 2,891千円

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末
      残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
      ます。
（２）未経過リース料期末残高相当額

１年内         654千円

１年超      2,236千円

合  計      2,891千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形
      固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
      により算定しております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料        654千円

減価償却費相当額        654千円

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（  当  期  ）

リ ー ス 取 引 関 係
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リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 3,927千円 381千円 3,545千円

合  計 3,927千円 381千円 3,545千円

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末
      残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
      ます。
（２）未経過リース料期末残高相当額

１年内         654千円

１年超      2,891千円

合  計      3,545千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形
      固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
      により算定しております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料        381千円

減価償却費相当額        381千円

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（  前  期  ）
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税効果会計関係 
                                       (単位：千円) 

当    期 前    期 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 
（1）流動資産 
 繰延税金資産 
  貸倒引当金繰入限度超過額      
  賞与引当金繰入限度超過額           
  その他                             
 繰延税金資産合計                     
 繰延税金負債               
 繰延税金資産の純額          

（2）固定資産 
 繰延税金資産 
  退職給付引当金損金算入限度超過額   
  役員退職慰労引当金繰入限度超過額   
  会員権評価損等                     
  繰越欠損金                         
  その他                             
 繰延税金資産合計                     
 繰延税金負債 
  固定資産圧縮積立金                 
  特別償却準備金                   
 繰延税金負債合計                     
 繰延税金資産の純額                   

 
 

17,922 
94,052 
1,844  

113,819 
― 

113,819 
 
 

54,497 
83,874 
28,483 

770,006 
172,531  

1,109,393 
 

39,454 
     7,589 

47,044 
1,062,349 

（1）流動資産 
 繰延税金資産 
  貸倒引当金繰入限度超過額      
  その他有価証券評価差額金           
  その他                             
 繰延税金資産合計                     
 繰延税金負債              
 繰延税金資産の純額          

（2）固定資産 
 繰延税金資産 
  退職給付引当金損金算入限度超過額   
  役員退職慰労引当金繰入限度超過額   
  会員権評価損等                     
  繰越欠損金                         
  その他                             
 繰延税金資産合計                     
 繰延税金負債 
  固定資産圧縮積立金                 
  特別償却準備金                   
 繰延税金負債合計                     
 繰延税金資産の純額        
 

 
 

3,998 
7,920 

  12,959 
24,878 
― 

  24,878 
 
 

48,492 
83,054 

  83,335 
1,490,603 

76,380 
1,781,866 

 
44,715 
 9,178 
53,894 

1,727,972 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率                             42.0% 
（調整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目      1.4% 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  
                                       △ 2.3% 
住民税均等割等                            2.3% 
その他                                    1.6% 
税効果会計適用後の法人税等の負担率       45.0% 

 
3.決算日後の税率変更 

2003年 3月 31日に「地方税法等の一部を改正する
法律」（平成 15年法律第九号）が公布され、2005年 3
月 1日以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課
税が導入されることとなり、法人事業税率が変更される

こととなりました。 
これに伴い、2005年 3月 1日以降開始事業年度にお
いて解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資

産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は 42.0％
から 40.4％に変動いたします。 
この法定実効税率の変更による影響は軽微であります。 
 

2.税引前当期純損失を計上しており、課税所得も発生
していないため、法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率との間の差異原因の記載を省略し

ております。 
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        役  員  の  異  動

１．代表者の異動

    該当事項はありません。

２．その他役員の異動     （平成15年5月22日付  予定）

（１）新任取締役候補

      取   締   役 西  田  健  一 （現  丸紅株式会社 取締役 社長補佐）

（２）新任監査役候補

      非常勤監査役 大  塚  忠  重 （現  大塚法律事務所 弁護士）
      (社外監査役）

（３）退任予定監査役

      非常勤監査役 小  西  英  雄
      (社外監査役）

    以上
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